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GADSSについて（補足説明資料）



●管制機関や捜索救難機関等(※4)はLADR
に格納された航空機の最新の位置情報を
メールにより入手
→航空機の墜落箇所を半径6nm以内に

特定(管轄FIRの境界を越えた特定も可
能)する。 従前のELT等も併用。

(※4) 日本は福岡管制部、東京RCC、
関西FAIB（東京RCCのバック
アップ）、成田管通官、航空会社を
登録

GADSS概要

【今後(2025年1月1日～)】

航空会社、管制機関及び捜索救難機関が緊急事態に陥った航空機(※1)の位置情報を把握するための
システム(※1)2024年1月1日以降、新規に耐空証明が発行される最大離陸重量が27,000kg以上の飛行機に装備を義務化

GADSS：Global Aeronautical Distress & Safety System

【現行】

(日本の対応)
●航空会社は洋上を飛行する飛行

機の位置情報を無線等により、
15分ごとに把握することを運航
規定審査要領細則に規定
(2018年11月8日適用)

マレーシア航空370便及び
エールフランス447便の事故を受け
ANNEX6及びPANS-OPS改正

管制機関
航空会社

捜索救難機関

LADR

●緊急事態(姿勢・速度の異常、全エンジン
の推力喪失、地上との接近等)に陥った航
空機の情報は、自機の位置情報を自動的か
つ1分ごとにLADR(※2)(データベース)から
OPS Control Directory(※3)(連絡簿)に登録
された連絡先に通報される=ADT(※4)機能
(※2) Location of an Aircraft in Distress      

Repository
(※3)   Operational Control Directory

(※4) Autonomous Distress Tracking 1



Annex11改正による対応

・管制機関は、
OPS Control Directory(LADRに名称変更予定)
に連絡先等を登録し適宜更新する

・管制機関の連絡先：福岡管制部

・第5管制業務処理規程改正
(VI)緊急方式 2 警急業務
警戒の段階
「航空機の航行性能が悪化したが、
不時着のおそれがある程でないか、
又は不時着の可能性が判断できない旨
の連絡があった場合」に改正
→不時着のおそれがある程航行性能が悪化

した等の情報を入手した際は、「遭難の
段階」に警戒レベルを引き上げる

Annex11(航空交通業務)
適用日: 2024年11月28日
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管制課・運用課



Annex6及び12改正による対応

Annex6（航空機の運航） Annex12（捜索救難）

・各捜索救難機関は、
OPS Control Directory
(LADRに名称変更予定)に登録した連絡先
等を適宜更新するとともに、LADRに
格納された航空機の位置情報に常時
アクセスするものとする

適用日: 2024年11月28日

３

航空機の捜索救難に関する協定

安全部安全政策課 運用課

・「航空機の捜索救難の措置基準」改正
(内容は第5管制業務処理規程改正
(VI)緊急方式 2 警急業務と同じ)

・ADT機能を有する装置の装備要件の追加

施行日: 2025年1月1日
・航空法施行規則第150条(救急用具)改正

ADT機能を有する装置の装備要件の追加

省令

適用日: 2025年1月1日
・｢運航規程審査要領細則｣改正

ADT機能に関する運航者の運用及び訓練に
関する事項を定める

通達

適用日: 2025年1月1日

適用日: 2024年11月28日



LADRから情報が配信された時のフロー
航空機 航空会社 管制機関 RCC

15分毎に位置情報提供 通常であることを確認

緊急事態発生

姿勢・速度の異常、全エンジンの推力喪
失、地上との接近等

LADR

緊急事態を覚知 緊急事態を覚知緊急事態を覚知

該当機の
位置情報を確認

４

＜管制機関及びRCCの基本的な対応＞
RCCはEMMUで該当管制機関に照会する。該当管制機関は状況を確認
しRCCにEMMUで回答する。また、航空会社から福岡管制部に該当機
にかかる状況の連絡があった場合は、航空会社に状況を報告する。
(※)EMMUによる照会時の流れはスライド7参照

EMMUで
該当管制機関に照会(※)

１分毎に位置
情報送信

状況確認
と報告

状況確認と報告
（該当機と通信がない場合も

あり）

状況連絡状況報告

状況確認

状況報告

状況確認

(第一報)
状況確認している旨
を速やかに報告

状況報告

(凡例)

メールの流れ

時間の流れ

情報の流れ

＜航空機の基本的な対応＞
緊急事態が発生した場合、パイロットは
航行中の区域を管轄する管制機関に状況
を報告する。

＜航空会社の基本的な対応＞
状況確認していることを福岡管制部北地
区に速やかに報告するとともに、該当機
と通信があれば状況を確認し、福岡管制
部に連絡する。

回答

自管轄区域内における該当機の
有無、状況及び位置情報等を

EMMUでRCCに回答
(航空管制運航情報官を経由する

場合を含む)

以後は状況に応じて捜索等に移行

照会

（福岡管制部の対応は次の
スライドで補足）


